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子ども・子育て関連予算の増額を求める意見書（案）
　少子化が予想を上回り進行している。令和３年に生まれた日本人の子どもは８１万１，６０４人で過去最少を更新し、６年連続で減少となった。厚生労働省はコロナ感染拡大で結婚・妊娠を控えた影響があることも理由としている。しかし、欧米諸国では令和２年に減少した出生数が令和３年には上昇傾向にあるとされ、日本の出生数の長期的な減少には、別の要因があることは明らかである。
内閣府の調査では、「子どもを産み育てやすい国と思うか」の問いに対し、日本は「そう思わない」が６１％に達している。ドイツの２２．８％、フランスの１７．６％、スウェーデンの２．１％と比べても異常に高く、平成２２年の同調査時の４５．５％からさらに上昇しており、深刻さが増している。若い世代が子どもを産み育てることに希望を持てる環境整備が求められていることは明白である。

岸田首相は令和５年１月の国会において、子ども予算の倍増を表明した。しかし、令和５年度に発足する「こども家庭庁」の予算概算要求は従来各省庁にまたがっていた予算を合計するなどし、ほぼ令和４年度並みの４兆円台に留まっている。現状でも子どもや教育に関する公的支出がＧＤＰ比でＯＥＣＤ加盟国の平均以下という低水準であり、国連からも是正するよう繰り返し勧告されている。子どもを持ちたいと願う人がその理想を叶えられることや１人ひとりの子どもの権利が守られるためには、保育・教育費無償化などを実施するため、公的支出の増額が急務である。

よって、板橋区議会は、政府に対し、子ども・子育て関連予算を増額し、経済的負担の軽減など、安心して子どもを産み育てることができる環境整備を図るよう強く求める。
以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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